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野菜需給協議会規約 一部改正 新旧対照表 

改 正 後 現   行 

 

平成 20年 6月 30日 

平成 21年 6月 23日変更 

平成 22年 11月 11日変更 

平成 24年 7月 19日変更 

平成 27年 3月 20日変更 

平成 29年 2月 3日変更 

 

１ 設立趣旨 

野菜については、天候等による豊凶変動が大きく、好天が続き豊作にな

ると、市場価格の著しい低落を招き、これを放置すれば野菜の安定的な供

給に影響を及ぼす場合があることから、土壌還元などの緊急需給調整が実

施されているところである。しかしながら、生産者の努力の結果である食

べられる野菜を土壌へ還元することは「もったいない」との批判に応える

ため、平成１９年３月、「野菜の緊急需給調整手法に関する検討委員会」

から、関係団体が連携して野菜の有効利用に努め、国民に対する野菜の需

給状況の周知、消費拡大の促進などを進め、過剰となった野菜を有効利用

しつつ、需給の速やかな安定に資するための協議の場の設置が提案され

た。 

また、野菜は、台風、低温などの影響により長期にわたり供給が不足し、

価格の高騰を招くこともあり、こうした際にも関係者が協議して対策に取

り組み、国民生活への影響をできるだけ緩和することが適当である。 

このため、野菜需給均衡総合推進対策事業実施要領（昭和６３年７月２

５日付け６３食流第３５７６号農林水産事務次官依命通知）に基づき、生

産者、流通業者、消費者など関係者からなる「野菜需給協議会」（以下「協

議会」という。）を設立し、需給状況の周知を図るとともに、関係者が連

携して価格低落時の消費拡大対策や高騰時の供給確保、消費対策を実施す

る等により、関係者の理解と協力を得つつ、野菜の需給の安定に資するも

のとする。 
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改 正 後 現   行 

 

２ 協議会の構成等 

（１）協議会の会員は別紙１のとおりとする。なお、会員は、協議会の承認

を得て、追加することができる。 

（２）座長は、協議会の議事を運営する。 

（３）座長は、協議会の承認を得て、会員の中から座長代理を指名すること

ができる。 

（４）協議会の運営を円滑に行うため、幹事会を設ける。 

（５）幹事会の会員は、別紙２のとおりとする。 

（６）緊急時においては、幹事会の決定をもって協議会の決定に代えること

ができる。 

（７）協議会及び幹事会には、必要に応じて専門委員をおくことができる。 

３ 活動内容 

（１）野菜の需給、価格動向の情報の提供 

（２）価格低落時における野菜の消費拡大対策の協議 

（３）価格高騰時における野菜の供給確保・消費対策の協議 

（４）過剰野菜を有効利用している事例の調査・紹介 

（５）その他野菜の需給の安定に資するために必要な活動 

 

４ 事務局 

協議会の庶務は、農林水産省の協力を得て独立行政法人農畜産業振興機

構（以下「機構」という。）において行う。 

 

５ その他 

（１）本協議会は、公開で行う。 

（２）機構は、協議会における協議結果の概要等についてとりまとめ、座長

の了承を得て、機構のホームページ等により公表する。 

（３）協議会は、機構に設置する「野菜需給・価格情報委員会」における野

菜の需給、価格の動向に関する情報の分析・検討の結果を３の（１）の

活動にあたって活用するものとする。 
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改 正 後 現   行 

 

（別紙１） 

 

野菜需給協議会会員名簿 

 

〔生産者団体〕 

全国農業協同組合中央会 

全国農業協同組合連合会 

（公社）日本農業法人協会 

〔消費者団体〕 

主婦連合会 

 (一財)消費科学センター 

 (一社)全国消費者団体連絡会 

全国地域婦人団体連絡協議会 

日本生活協同組合連合会 

〔食育団体〕 

(公社)日本栄養士会 

〔ＮＰＯ法人〕 

野菜と文化のフォーラム 

〔消費拡大団体〕 

ＮＰＯ法人青果物健康推進協会 

(一社)ファイブ・ア・デイ協会 

〔流通団体〕 

(一社)全国青果卸売協同組合連合会 

(一社)全国青果卸売市場協会 

 (一社)全国中央市場青果卸売協会 

 

 

 

（別紙１） 

 

野菜需給協議会会員名簿 

 

〔生産者団体〕 

全国農業協同組合中央会 

全国農業協同組合連合会 

 

〔消費者団体〕 

主婦連合会 

 (一財)消費科学センター 

 (一社)全国消費者団体連絡会 

全国地域婦人団体連絡協議会 

日本生活協同組合連合会 

〔食育団体〕 

(公社)日本栄養士会 

〔ＮＰＯ法人〕 

野菜と文化のフォーラム 

〔消費拡大団体〕 

ＮＰＯ法人青果物健康推進協会 

(一社)ファイブ・ア・デイ協会 

〔流通団体〕 

 (一社)全国青果卸売協同組合連合会 

 (一社)全国青果卸売市場協会 

 (一社)全国中央市場青果卸売協会 
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改 正 後 現   行 

 

〔食品団体〕 

(一社)日本冷凍食品協会 

(一社)日本惣菜協会 

(一財)食品産業センター 

全日本漬物協同組合連合会 

野菜流通カット協議会 

日本スープ協会 

日本凍結乾燥食品工業会 

(一社)全国清涼飲料工業会 

(一社)全国トマト工業会 

〔小売団体〕 

日本スーパーマーケット協会 

日本チェーンストア協会 

全日食チェーン商業協同組合連合会 

全国青果物商業協同組合連合会 

〔外食団体〕 

(一社)日本フードサービス協会 

(公社)日本べんとう振興協会 

(公社)日本給食サービス協会 

〔学識経験者等〕 

中村靖彦 東京農業大学客員教授(座長) 

藤島廣二 東京聖栄大学客員教授(座長代理) 

杉浦喜雄 時事通信社 

〔行政機関〕 

農林水産省 

〔事務局〕 

(独)農畜産業振興機構(野菜需給部需給推進課)  

 

 

〔食品団体〕 

(一社)日本冷凍食品協会 

(一社)日本惣菜協会 

(一財)食品産業センター 

全日本漬物協同組合連合会 

野菜流通カット協議会 

日本スープ協会 

日本凍結乾燥食品工業会 

(一社)全国清涼飲料工業会 

(一社)全国トマト工業会 

〔小売団体〕 

日本スーパーマーケット協会 

日本チェーンストア協会 

全日食チェーン商業協同組合連合会 

全国青果物商業協同組合連合会 

〔外食団体〕 

(一社)日本フードサービス協会 

(公社)日本べんとう振興協会 

(公社)日本給食サービス協会 

〔学識経験者等〕 

中村靖彦 東京農業大学客員教授(座長) 

藤島廣二 東京聖栄大学客員教授(座長代理) 

杉浦喜雄 時事通信社 

〔行政機関〕 

農林水産省 

〔事務局〕 

(独)農畜産業振興機構(野菜需給部需給推進課)  
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改 正 後 現   行 

 

（別紙２） 

 

野菜需給協議会幹事会会員名簿 

 

〔生産者団体〕 

全国農業協同組合連合会 

（公社）日本農業法人協会 

〔消費者団体〕 

主婦連合会 

 (一財)消費科学センター 

 (一社)全国消費者団体連絡会 

全国地域婦人団体連絡協議会 

日本生活協同組合連合会 

〔食育団体〕 

(公社)日本栄養士会 

〔流通団体〕 

(一社)全国中央市場青果卸売協会 

〔食品団体〕 

(一財)食品産業センター 

〔小売団体〕 

日本チェーンストア協会 

〔外食団体〕 

(一社)日本フードサービス協会 

〔学識経験者等〕 

中村靖彦 東京農業大学客員教授(座長) 

藤島廣二 東京聖栄大学客員教授(座長代理) 

〔行政機関〕 

農林水産省 

〔事務局〕 

(独)農畜産業振興機構(野菜需給部需給推進課) 

 

（別紙２） 

 

野菜需給協議会幹事会会員名簿 

 

〔生産者団体〕 

全国農業協同組合連合会 

 

〔消費者団体〕 

主婦連合会 

 (一財)消費科学センター 

 (一社)全国消費者団体連絡会 

全国地域婦人団体連絡協議会 

日本生活協同組合連合会 

〔食育団体〕 

(公社)日本栄養士会 

〔流通団体〕 

(一社)全国中央市場青果卸売協会 

〔食品団体〕 

(一財)食品産業センター 

〔小売団体〕 

日本チェーンストア協会 

〔外食団体〕 

(一社)日本フードサービス協会 

〔学識経験者等〕 

中村靖彦 東京農業大学客員教授(座長) 

藤島廣二 東京聖栄大学客員教授(座長代理) 

〔行政機関〕 

農林水産省 

〔事務局〕 

(独)農畜産業振興機構(野菜需給部需給推進課) 

 


